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28 年 9 月 30 日

【PLAN（計画）】

～

9
No.

平成

施 策

直営

根拠法令、要綱等

担当者名

款

子育てを支える環境の充実

子育てしやすいまちづくり

こども政策課

3

一般会計

事務事業名

基 本 目 標

政 策 170田下　陽一

作成日

内線

子どもの未来応援事業

部局名

目

事業コード

児童福祉総務費

民生費

児童福祉費

こども未来部

課 名

課 長 名

関 連 施 策

項

会計

4事 業 類 型 ソフト事業（任意）

個 別 計 画

29

対　象　（者）
誰（何）に対して事業を
行うか

031000

重 点 事 業 1

実　施　方　法

　子どもとその保護者が貧困から脱却し、将来に希望を持って生活していけるよう支援する。

平成 年度事務事業評価表（一般事業・新規）28

子どもの貧困対策の推進に関する法律、子供の貧困対策に関する大綱

　貧困状態にある子どもとその保護者

人を育むまち

年度 平成 年度事　業　期　間 平成

010103

福田　裕健 内線 170

おおむら子ども・子育て支援プラン

平成29年度重点事業

事　業　概　要
意図を達成するために
実施することは何か

（解決策）

　「子どもの生活実態調査」により本市の子どもの生活の実態を調査し、生活の支援、学習の支援及び保護者へ
の就労支援等を行う。

○大村市における子どもの貧困状態を把握するため、「子どもの生活実態調査」を実施する。

○平成28年6月に市長が発起人の1人となり設立した「子どもの未来を応援する首長連合」と協力・連携し、子ども
の貧困対策を推進する。

○日本財団と連携し、子どもの「第三の居場所」の設置を推進する。

計画するに至っ
た経緯等
（現状と課題）

　平成25年度に国が実施した国民生活基礎調査で、我が国の子どもの6人に1人が貧困状態にあることが明らか
になった。この結果を受け、国は法律及び大綱を制定し、地方公共団体と密接な連携の下、総合的な貧困対策
に取り組むとしている。
　一方で、現在本市における子どもの生活の実態を把握しておらず、実態調査を踏まえた貧困対策に取り組むこ
とが急務となっている。

意　図
対象をどのような状態
にしたいか

2

子どもの未来応援事業

No.1



＜様式３＞

【DO（実施）】

平成 29 年度 平成 年度

平成 年度 平成 年度

平成 28 年度 平成 28 年度

平成 29 年度 平成 30 年度

補助率 補助率 補助率 補助率

0.75

※財源内訳中の「その他」には、保険料・寄付金・基金・利用料等の収入を記入しています。

【CHECK（評価）】

※事業類型が１～３に該当する事業については妥当性及び有効性の評価は記入しておりません。

※１次評価は事業担当課長等、２次評価は２次評価委員会によって行われます。

意
　
見

　子どもの貧困対策として、子どもとその保護者へ支援
を行うためには、子どもの生活実態調査により本市の状
況を把握し、対策を検討していくことが必要不可欠であ
る。

意
見
等

　重点事業として、市長以下で構成する「大村市都市経
営戦略会議」において、審査の上採択されたため、2次
評価は省略。

不採用
２
次
評
価

方向性

単位

年　度

項　目

事業内容

830

30年度

3,892

2,250

地 方 債

609

備考 事業内容

国庫支出金は補助基準額
3,000千円×3/4

事業内容

採用
１
次
評
価

31年度

830 609

1,642

2,250

子どもの生活実態調査回収率

5,437

回収した調査票数／対象児童・生徒数

全体計画

一 般 財 源

7,687事業費　千円

国庫支出金

県 支 出 金内
　
訳 そ の 他

① ②

活
動
指
標

子どもの生活実態調査における対象児童・生徒数

小学校5年生の児童及び中学校2年生の生徒数

単位

成
果
指
標

指標名

算定式

初年度計画値

全体計画値

指標名

算定式

着手前現状値

完了後計画値

29年度

単位

人

％

2,000

-

100

「第三の居場所」設置

単位 施設
0

1

　＜市が実施すべき事業かどうか＞

　＜施策にどのような影響を及ぼすのか＞

　＜コストや負担割合は妥当か＞

　平成２９年度に計画している「子どもの生活実態調査」においては、国の地域未来応援交付金（補助率3/4）を活用する。
　他の経費についても最低限のコストであり妥当である。

効
率
性

　親から子どもへ貧困が連鎖することがない子育てしやすいまちづくりに寄与するものである。

有
効
性

　将来を担う子どもの健やかな成長を支援することは、市としての責務である。

妥
当
性

No.2


